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※本表の死傷病数について、第８次労働災害防止計画期間までは、労災保険給付データ、第９次労働災害防止計画期間以降は、労働者死傷病報告受理数による統計である。
※昭和64年発生の労働災害は平成元年として表記している。
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 ２　徳島県の労働災害発生状況

（１）労働災害発生状況の推移（平成５年～令和４年）
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発生月 業種 性別

時間 事業場規模 年齢

１月 運輸交通業 男

11時台 １０人未満 ４０歳代

１月 警備業 男

22時台 30～49人 ７０歳代

１月 その他建設業 男

８時台 １０人未満 ４０歳代

２月 運輸交通業 男

６時台 30～49人 ６０歳代

２月 その他建設業 男

12時台 10～29人 ５０歳代

４月
パルプ

・紙製造業
男

０時台 100～299人 ４０歳代

６月 その他建設業 男

16時台 50～99人 ７０歳代

7月 建築工事業 男

13時台 30～49人 ６０歳代

10月 運輸交通業 男

８時台 10～29人 ３０歳代

⑦
激突され 掘削用機械 作業者

解体工事の作業状況確認中の被災者に、旋回したドラグショベルのバケットが激突し
た。

⑧
崩壊・倒壊 建築物・構築物 作業者

鉄筋組立中、鉄筋支持の架台の傾き調整のため控えワイヤーを緊張させたところ、架台
と共に鉄筋が倒壊した。

⑤
交通事故 トラック 運転者

工事現場へトラックを運転中、停止車両に追突した。

④

挟まれ
・巻き込まれ

その他の
動力運搬機

運転者

傾斜地に停車させた車両後方で作業中、後退してきた車を支えようとして轢かれた。

交通誘導中、国道を走行していた乗用車に轢かれた

屋根上で作業準備中、屋根から墜落した。

①

②
交通事故 乗用車 警備員

③
墜落・転落 屋根

運転者

作業者

事故の型 起因物 職種等

荷の積替え作業に従事していたところ、道路沿いの崖下に転落した。

（３）徳 島 県 内 の 死 亡 労 働 災 害 一 覧  （令和４年）　      

№

トラック墜落・転落

⑨
墜落・転落 トラック 運転者

荷主先で荷の積み込み中、トラックの荷台から墜落した。

⑥

挟まれ
・巻き込まれ

整地・運搬・
積込み用機械

作業者

作業エリアを歩行通行中、後進してきたホイールローダーに轢かれた。
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平成
30年

令和
元年

令和
２年

令和
３年

令和
４年

令和
４年

5か年
平均

令和
３年

令和
４年

対前年
同期比

食 料 品 製 造 業 58 56 54 53 61 78 75 ― ― 78 75 -3.8%

木 材 木 製 品 製 造 業 15 21 16 24 13 16 20 ― ― 16 20 25.0%

家 具 装 備 品 製 造 業 14 16 19 7 14 9 9 ― ― 9 9 0.0%

紙、印刷製本製造業 12 9 5 12 12 9 13 ― ― 9 13 44.4%

化 学 工 業 24 20 18 25 12 25 31 ― ― 25 31 24.0%

窯業土石製品製造業 16 13 10 11 5 11 8 ― ― 11 8 -27.3%

金 属 製 品 製 造 業 22 19 22 19 14 15 24 ― ― 15 24 60.0%

一般機械器具製造業 10 10 10 9 7 7 9 ― ― 7 9 28.6%

輸 送 用 機 械 製 造 業 9 10 12 10 6 8 7 ― ― 8 7 -12.5%

上 記 以 外 の 製 造 業 26 22 25 15 26 36 29 ― ― 36 29 -19.4%

計 206 196 191 185 170 214 225 ― ― 214 225 5.1%

土 木 工 事 業 57 51 36 50 63 58 61 ― ― 58 61 5.2%

建 築 工 事 業 75 80 60 81 64 56 72 ― ― 56 72 28.6%

そ の 他 の 建 設 業 18 27 29 16 30 40 65 ― ― 40 65 62.5%

計 150 158 125 147 157 154 198 ― ― 154 198 28.6%

道 路 貨 物 運 送 業 57 73 88 75 77 96 93 57 57 96 93 -3.1%

その他の運輸交通業 11 11 10 8 8 6 12 ― ― 6 12 100.0%

計 68 84 98 83 85 102 105 ― ― 102 105 2.9%

23 28 31 8 18 19 29 ― ― 19 29 52.6%

小 売 業 83 69 78 78 96 88 110 ― ― 88 110 25.0%

医 療 保 健 業 34 34 43 33 47 103 631 ― ― 103 631 512.6%

社 会 福 祉 施 設 52 44 64 63 91 87 475 52 52 87 475 446.0%

飲 食 店 20 19 22 22 25 32 40 ― ― 32 40 25.0%

清 掃 ・ と 畜 業 41 40 39 46 42 47 44 ― ― 47 44 -6.4%

通 信 業 18 23 17 23 19 21 17 ― ― 21 17 -19.0%

上記以外の第三次産業 102 82 82 78 99 119 125 ― ― 119 125 5.0%

計 350 311 345 343 419 497 1,442 ― ― 497 1,442 190.1%

42 32 32 28 27 31 40 ― ― 31 40 29.0%

839 809 822 794 876 1,017 2,039 797 800 1,017 2,039 100.5%

7

5か年
平均

発 生 状 況 目標値

合　　　　　計

（４）業種別死傷労働災害発生状況（休業４日以上）
令和４年確定値

第12次防 徳島第13次労働災害防止推進計画
対前年比較

平成29
年実績

※ 目標値は、令和４年の合計件数を平成29年と比較して５％以上減少させ、５年平均で800件以内とすること。
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